
基本目標３　 地球温暖化を防ぐため、
　　　　　　　　　　　　     環境と事業活動が調和したまちをつくる
　　　　　　　　　　　　　      ～ 地球温暖化対策実行計画（区域施策編）～

　様々な地球環境問題は、私たちの生活や事業活動に伴う化石燃料などの資源の消費の増加と深い
関わりがあり、特に「地球温暖化」は温室効果ガスが大量に排出されることが主な要因とされ、そ
の対応は全世界的に差し迫った課題となっています。
　豊かな自然や限りある資源を次世代に引き継いでいくためには、これまでの大量生産・大量消
費・大量廃棄型の生活スタイルや社会経済システムなどについても見直し、資源循環型の社会に変
えていくことが必要です。
　そのため、市民や事業者一人ひとりが日常生活や事業活動において、省エネルギーを意識した行
動に変え、再生可能エネルギーの導入を推進しながら、地域全体としてエネルギー効率の高い都市
基盤を整備していくとともに、廃棄物を減らして、温室効果ガスの排出量の大幅削減に取り組むな
ど、市民・事業者・行政が一体となって環境と事業活動が調和したスマートなまちを目指します。
　なお、本市全体で温室効果ガス削減に取り組んでいくために、「地球温暖化対策の推進に関する
法律」（平成10年 10月９日法律第117号）に基づいて、「会津若松市地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）」を策定し、これを「基本目標３」として、下記の取組を実践しています。

個別
目標 環境目標

目標値と実績値 R２実績値の
評価・分析

現状値 実績値 目標値 前年度
との比較

目標値
達成
状況H24 R元 R２ R５

３－１
再生可能エネ
ルギーの供給
目標値

太陽光発電
（H22）
20.3TJ

（H28）
115.3TJ

（H29）
119.9TJ 344.3TJ

⤴

太陽熱利用
（H22）
0.3TJ

（H28）
0.5TJ

（H29）
0.5TJ 0.5TJ → 達成

風力発電
（H22）
0.0TJ

（H28）
381.5TJ

（H29）
381.5TJ 750.1TJ

→

水力発電
（H22）
6,206.7

TJ

（H28）
6,170.0

TJ

（H29）
6,199.0

TJ

6,245.3
TJ

⤴

うち小水力発電
（1,000kW未満）

（H22）
61.2TJ

（H28）
61.2TJ

（H29）
52.7TJ 99.8TJ ⤵

地熱発電
（H22）
0.0TJ

（H28）
0.0TJ

（H29）
0.0TJ 0.0TJ → ―

うち地熱バイナ
リー発電

（H22）
0.0TJ

（H28）
0.0TJ

（H29）
0.0TJ 0.0TJ → ―
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　　個別目標３－１　再生可能エネルギーの地産地消ができるまち
　　　　　　　　　　　　　　　－新エネルギービジョン・バイオマス活用推進計画－
　　個別目標３－２　みんなでＣＯ２を減らすまち
　　個別目標３－３　再生可能エネルギーとＩＣＴを活用したまち
　　個別目標３－４　「もったいない」が息づくまち

環境目標　令和２年度実績環境目標　令和２年度実績

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



個別
目標 環境目標

目標値と実績値 R２実績値の
評価・分析

現状値 実績値 目標値 前年度
との比較

目標値
達成
状況H24 R元 R２ R５

３－１

再生可能エネ
ルギーの供給
目標値

バイオマス発電
（H22）
0.0TJ

（H28）
390.4TJ

（H29）
390.4TJ 392.3TJ

→

バイオマス熱利用
（H22）
12.8TJ

（H28）
14.7TJ

（H29）
14.8TJ 417.1TJ

⤴

バイオマス燃料製
造

（H22）
2.1TJ

（H28）
2.0TJ

（H29）
2.0TJ 3.1TJ →

温度差熱利用
（H22）
6.8TJ

（H28）
12.3TJ

（H29）
12.4TJ 7.2TJ ⤴ 達成

雪氷熱利用
（H22）
0.0TJ

（H28）
0.0TJ

（H29）
0.0TJ 0.0TJ → ―

計
（H22）
6,249.0

TJ

（H28）
7,086.8

TJ

（H29）
7,120.5

TJ

8,160.0
TJ

⤴

一次エネルギー需
要

（H22）
15,976.5

TJ

（H28）
13,995.
7TJ

（H29）
12,770.8

TJ

14,245.8
TJ ⤴ 達成

一次エネルギー需
要に占める再生可
能エネルギー供給
量の割合

（H22）
39.1％

（H28）
50.6％

（H29）
55.8％ 57％ ⤴

バイオマスの
活用目標

廃棄物
系バイ
オマス

生ごみ利
用率 27％ 19％ 21％ 50％ ⤴

下水汚泥
利用率 23％ 64％ 61％ 60％ ⤵ 達成

廃食用油
利用率 26％ 56％ 39％ 60％ ⤵

未利用
系バイ
オマス

間伐材利
用率 ０％ 38％ 85％ 20％ ⤴ 達成
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



個別
目標 環境目標

目標値と実績値 R２実績値の
評価・分析

現状値 実績値 目標値 前年度
との比較

目標値
達成
状況H24 R元 R２ R５

３－２

省エネ診断等の受診施設数（平
成21年度からの累計）

（H22）
４件 38件 45件 70件 ⤴

各家庭における節電・節水等の
省エネ取り組み率 76％ （H30）

72.8％
（H30）
72.8％ 100％ ―

エコドライブ宣言者数 （H22）
164名 364名 414名 450名 ⤴

「福島議定書事業」参加団体数
（市内）

（H29）
事業所：

92
学校：21

事業所：
94

学校：17

事業所：
97

学校：10

事業所：
230

学校：50
⤵

「エコチャレンジ事業」参加世
帯数（市内）

（H29）
117
世帯

159
世帯

81
世帯

500
世帯

⤵

３－３

電気自動車・プラグインハイブ
リッド車台数

（H22）
５台 359台 376台 8,000台 ⤴

充電器設置数（一般家庭除く） （H22）
６基 33基 33基 40基 →

３－４

1日1人あたりのごみ排出量 （H22）
1,222g 1,257g 1,241g 1,031g ⤴

総リサイクル量 （H22）
13,038t 11,752t 11,726t

13,000t
以上

⤴

　　　再生可能エネルギー関連の環境目標、とくに、一次エネルギー需要に占める供給量の割合に
　　ついては、平成29年度の実績が55.8％（推計に使用する各種統計の都合上、平成29年度が最新
　　データ）と順調に推移している一方、省エネや電気自動車、ごみ排出量関連の環境目標は進捗
　　が鈍化傾向にあります。
　　　今後は、温室効果ガス排出量の削減による地球温暖化防止に向け、引き続き再生可能エネル
　　ギーの普及拡大を進めるとともに、市民や事業者の皆様との連携・協働により、省エネの推進、
　　電気自動車の普及拡大、ごみ排出量の減量など、環境負荷の低減に向けた取組を強化する必要
　　があります。
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評　　価評　　価

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



◇小水力発電を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

小水力発電事業可能性調査
事業
〔環境生活課〕

・「第２期環境基本計画（改訂
版）」に基づき、再生可能エネル
ギーの普及拡大に向け、本市の豊か
な自然を生かした小水力発電所の設
置の促進を図る。

・市ホームページにて、平成26
年度に実施した小水力発電事業
可能性調査の結果をはじめ、活
用可能な補助金などの情報提供
を行い、事業者等による小水力
発電所の設置の促進を図った。

◇バイオマスエネルギーの活用を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

バイオマス活用推進事業
〔環境生活課〕

・「会津若松市バイオマス活用推進
計画」（第２期環境基本計画（改訂
版）に統合）に基づき、資源循環型
社会の形成や二酸化炭素排出量の削
減による地球温暖化防止を図るた
め、効率的なバイオマス資源の収
集・利用を促進する。

・市ホームページにて、廃食用
油等の利活用方法や、ペレット
ストーブに係る補助制度などを
周知した。

下水消化ガス発電設備設置
〔下水道施設課〕

・未利用エネルギーの有効利用とし
て、消化ガスを利用し下水浄化工場
の電力削減を行う。

・稼働中の消化ガス発電設備３
基（75kW）について令和2年度
中は613,813kWh発電し、下水
浄化工場の使用電力を削減し
た。

◇太陽エネルギー利用を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

住宅用太陽光発電システム
等設置補助金交付事業
〔環境生活課〕

・本市における再生可能エネルギー
の導入と効率的な利用を促進するこ
とにより、地球温暖化の原因となる
温室効果ガスを削減するとともに、
環境保全のための意識啓発や災害時
の電源確保を図る目的で、住宅用太
陽光発電システム等の設置者に対
し、予算の範囲内において補助金を
交付する。
　※要綱改正により、令和2年度よ
り補助要件等変更

・要綱改正により補助要件を変
更、太陽光発電パネルと蓄電池
又は電気自動車への受給電装置
（V2H)の併設を補助要件とし
た。
【令和２年度実績】
・交付単価　　20,000円／kW
　　　　　（上限 80,000円）
・交付件数　　10件
・交付総額　　800千円
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環境施策　令和２年度取組実績環境施策　令和２年度取組実績

　個別目標３－１　再生可能エネルギーの地産地消ができるまち
　　　　　　　　　　　　　　　－新エネルギービジョン・バイオマス活用推進計画－

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

※〔担当所属〕は、 R２年度の所属名で記載



◇風力エネルギー利用を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

再生可能エネルギー推進事
業
〔環境生活課〕

・「第２期環境基本計画（改訂
版）」に基づき、再生可能エネル
ギーの普及拡大を図るため、事業者
による再生可能エネルギー発電設備
設置への支援や市民等への広報活動
を行う。

・背ぶり山レストハウスでの再
生可能エネルギー企画展示を実
施した。
　　期間　　4～11月
・市内で再生可能エネルギー発
電施設を計画する事業者への手
続き支援等を行った。
・市ホームページ等での広報活
動を行った。

◇温度差熱利用を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

温度差熱エネルギー利用の
検討
〔環境生活課〕

・「第２期環境基本計画（改訂
版）」に基づき、再生可能エネル
ギーの普及拡大を図るため、温度差
熱エネルギー利用について広報活動
等を行う。

・市ホームページにて、温度差
熱エネルギーを利用する市有施
設を紹介した。

◇その他の未利用エネルギー等の利用を検討します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

水素エネルギーの活用検討
〔環境生活課〕

・環境審議会による答申附帯意見に
基づき、水素エネルギーの利活用の
検討を促進する。

・市ホームページにて、国や県
の水素エネルギー関連補助金等
について周知を行った。

◇自然環境と事業活動の調和を図ります

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

再生可能エネルギーに取り
組む事業者等との意見交換
の場の設置
〔環境生活課〕

・低炭素化社会の実現に向け、再生
可能エネルギーや電気自動車等のさ
らなる普及促進を図るため、市内の
各種事業者との情報・意見交換を行
う。

・低炭素化推進会議の開催を予
定していたが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響で中止した。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



◇建築物や住宅における省エネを推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

庁舎の省エネルギー対策
〔総務課〕

・本庁舎及び栄町第二庁舎空調設備
において運転制御による環境負荷の
低減を図る。具体的には、１日24時
間の中で運転可能時間と運転停止時
間に分け、予め設定した毎時ごとの
プログラムにより運転制御を行い、
複数台ある空調設備の運転時間を重
複させないよう制御することで、空
調設備の運転時間を平準化させ、電
気及びガス使用量の削減を図る。

・平成 30年度実績値を基準値
として、本庁舎及び栄町第二庁
舎それぞれ実績値の１％削減を
目標として、
①本庁舎については 4.8％増
②栄町第二庁舎については
1.6％減となった。
なお、本庁舎においては、空調
設備（87台）の始動時間をタイ
マー運転により平準化を図った
ものの、気温が低いことによる
始動時のエネルギー消費が増加
した。

庁舎の省エネルギー対策
〔情報統計課〕

・システム導入時にサーバを個別に
導入するのではなく、庁内クラウド
に統合・一括管理することで、効率
的に運用する。

・41システム 54サーバを庁内
クラウドで統合した。
　庁舎内の統合可能なシステム
はほぼ統合が完了している状況
である。

庁舎の省エネルギー対策
〔契約検査課〕

・庁舎で使用する蛍光管の購入にあ
たり、省エネ型のものを購入する。

・32Wについては、すべて高周
波点灯型を購入した（100
本）。40Wについては、全てラ
ピットスタート型蛍光管を購入
した（400本）。

地球温暖化対策推進実行計
画の推進（庁舎の省エネル
ギー対策）
〔環境生活課〕

・平成28年度に「第 3期会津若松市
地球温暖化対策推進実行計画（事務
事業編）」を策定し、平成26年度値
を基準とし、平成28年度から令和２
年度の５年間で、市の事務事業から
排出する温室効果ガスの５％削減を
目指す。

・令和２年度の温室効果ガス排
出量は、冷暖房機器の更新や電
気自動車の使用等により、基準
年度比で15.9％の減となり、目
標を達成することができた。部
門別では、事務部門 7.5％減、
事業部門 10.1％減、市民利用部
門 21.5％減となった。

事業所 EMSの普及啓発
〔環境生活課〕

・事業所における地球温暖化対策及
び環境保全活動を推進するため、環
境にやさしい取組をしている事業所
を「あいづわかまつエコ事業所」に
認定する。認定された事業所の取組
は広報し、取組の継続を促し事業の
普及を行う。

・事業者向け省エネルギーセミ
ナーを予定していたが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響で中
止した。
・市政だよりにおいて、各エコ
事業所の取組紹介記事を掲載し
た。

省エネルギーの推進
〔公共施設管理課〕

・省エネルギーの推進のため、照明
器具やその他の機器等の採用におい
て高効率、省エネルギー機器の採用
を行う。

・神指小学校西棟耐震補強電気
設備工事、行仁小学校電気設備
工事、行仁小学校屋内運動場電
気設備工事において、LED照明
器具を採用し設置した。
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　個別目標３－２　みんなでＣＯ２を減らすまち

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

LED防犯灯設置事業
〔危機管理課〕

・公設防犯灯及び町内会設置の防犯
灯のＬＥＤ化を進める。

・町内会により1,078台の防犯
灯が設置され、そのすべてが
LED防犯灯であった。各町内会
において省エネやＬＥＤ化のメ
リットが認識されてきている。

ＺＥＨ、ＺＥＢの普及啓発
〔環境生活課〕

・「第２期環境基本計画（改訂
版）」に基づき、低炭素・循環型社
会の実現を図るため、ＺＥＨ・ＺＥ
Ｂについて広報活動を行う。

・市ホームページにて、ＺＥ
Ｈ・ＺＥＢについて広報した。

◇省エネ型の生活を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

エコドライブの推進
〔環境生活課〕

・自動車による排気ガスに含まれる
温室効果ガスの排出量を削減するた
め、「第２期環境基本計画（改訂
版）」に基づき、「会津若松エコド
ライブ宣言者」の拡大を図る。

・市ホームページ、市政だより
を通じて広報した。
・会津若松エコドライブ宣言者
（令和３年３月 31日現在）
　個　　人　　　　 　 243名
　事業所等　 11事業所171名
　　　　　　　（合計 414名）

学校版・家庭版環境マネジ
メントシステムの普及
〔環境生活課〕

・学校や家庭における地球温暖化対
策及び環境保全活動を推進するた
め、環境にやさしい取組をしている
学校や家庭（個人）を認定する。そ
の取組を広報することで、取組の継
続を促し事業の普及を行う。

・更新対象校（５校）の更新審
査を実施し、生徒の環境への意
識の高揚を図った。
・認定証授与式において更新校
が作成した壁新聞を掲示した。
・希望した学校に、緑のカーテ
ン用の種の配付や環境教室を実
施した（11校）。

ノーカーの推進
〔人事課〕

・ノーカーデーへの参加を通じ、職
員の健康維持・増進、温室効果ガス
の排出削減及び公共交通機関の維
持・活性化を図る。

・各職員が各自の状況に応じ、
無理のない範囲で自主的に参加
した。

ノーカーへの協力依頼
〔生涯学習総合センター〕

・利用者に対し、利用許可書の発行
時に、ノーカーへの協力依頼を継続
して行う。

・利用者に対し、利用許可書発
行時に、ノーカーへの協力依頼
を行った。

地球温暖化対策実行計画(区
域施策編)の推進
〔環境生活課〕

・「第２期環境基本計画（改訂
版）」に基づき、温室効果ガス排出
量の削減を図るため、電気自動車の
普及促進をはじめ、各環境マネジメ
ントシステム、会津若松エコドライ
ブ宣言事業等の各種事業を推進す
る。
・市域における温室効果ガス排出量
及び一次エネルギー需要に占める再
生可能エネルギー供給率を公表し、
市民の意識啓発に努める。

・電気自動車の普及促進をはじ
め、各環境マネジメントシステ
ム、会津若松エコドライブ宣言
事業等の各種事業を実施した。
・市域における温室効果ガス排
出量（平成29年度実績）　　
919.8千トン CO2（基準年度比
9.7％減）
・一次エネルギー需要に占める
再生可能エネルギー供給量（平
成29年度実績）　　55.8％
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



◇再生可能エネルギーの安定供給とＩＣＴの有効活用を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

北会津支所エネルギー管理
事業
〔北会津支所まちづくり推
進課〕

・ＢＥＭＳサービスの活用（デマン
ド値監視による使用電力量の調整）

・一度に多くの電気が使われる
ことを防ぐ仕組み(デマンド監
視)を導入しており、時間単位
の使用量を「見える化」してい
ることにより、全体の電気の使
用量を抑えることが出来た。
・令和２年度冬期間は前年度よ
りも寒冷であったため、電気の
使用量は若干増加したが、通年
通しての全体の消費電力ははる
かに抑えられており、一定の効
果が出ている。

再生可能エネルギーの導入
促進
〔公共施設管理課〕

・再生可能エネルギーを促進するた
め、公共施設の整備において太陽光
発電等の設置を検討する。

・行仁小学校へ 13kWの太陽光
発電設備を設置した。

再生可能エネルギーの導入
促進
〔建築住宅課〕

・再生可能エネルギーの導入を促進
するため、公営住宅等の施設整備に
おいて太陽光発電設備の設置を検討
する。 

・城前団地第４期の整備におい
て、2.8kWの太陽光発電設備、
及び太陽光発電外灯3基を設置
する設計で工事着手した。

消化ガスの利用
〔下水道施設課〕

・未利用エネルギーの有効利用とし
て、消化ガスを利用し下水浄化工場
の冷暖房を行う。

・消化ガス利用により、下水浄
化工場内の冷暖房を行った。

太陽光発電や風力発電など
自然エネルギーの有効活用
を図るための情報の収集･活
用の検討
〔環境生活課〕

・市内の再生可能エネルギーの導入
を促進するため、市民や事業者等を
対象に、各種再生可能エネルギーに
関する情報収集と提供を行う。

・市域の再生可能エネルギーに
関する情報を整理し、市ホーム
ページで公開した。
・市ホームページにおいて、再
生可能エネルギー導入等に関す
る事業者向け補助制度などの広
報を行った。

◇環境にやさしい交通対策を進めます

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

電気自動車推進事業
〔環境生活課〕

・「第２期環境基本計画（改訂版）」
に基づき、電気自動車の普及促進を図
るため、市ホームページやイベント等
において公用車への導入効果等につい
て広報を行う。

・北会津ホタル祭り、環境フェ
スタは新型コロナウイルス感染
症の拡大に伴い中止となった。
・公用車（７台）への電気自動
車導入効果
　燃料費　　 　64.1％削減
　CO2排出量　　30.2％削減

幹線道路の整備、道路案内
標識の整備
〔まちづくり整備課〕

・幹線道路の整備（道路改良工事）を
行う。

・市道幹Ⅰ－6号線改良工事
総延長 132.0mを実施した。
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　個別目標３－３　再生可能エネルギーとＩＣＴを活用したまち

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

公共交通機関の利用促進
〔地域づくり課〕

・第２期再編として近隣市町村に跨る
広域路線の再編に向け、県及び関係市
町村と連携し、網形成計画に基づいた
再編実施計画の策定に取り組む。
・また、高齢者の新たな移動支援など
に向け、新たなモビリティのあり方に
ついて、実証等の取組を通じて検討し
ていく。

・近隣市町村に跨る広域バス路
線再編に向け、「会津圏域公共
交通活性化協議会」に参画し、
具体的に検討を進め、令和２年
７月に「会津圏域公共交通再編
実施計画」を策定した。
・令和２年８月に「会津圏域公
共交通再編実施計画」と連携す
る「第２期会津若松市地域公共
交通再編実施計画を策定し、広
域路線を中心とした市域内の路
線再編を行った。
・高齢者等の移動支援に資する
新しいモビリティサービスにつ
いて、地元交通事業者や ICT関
連企業等により構成する「会津
SamuraiMaaSプロジェクト協議
会」に参画し調査・研究を進め
るとともに、「AIオンデマン
ド型路線バス」、「相乗り型タ
クシー」等の実証実験を行っ
た。

鉄道路線の利用促進
〔地域づくり課〕

・会津鉄道・野岩鉄道に対して施設修
繕等への支援を行うとともに、会津・
野岩鉄道利用促進協議会を通じて両鉄
道の利用促進を図るべく、イベント列
車の運行支援や広報誌掲載によるＰＲ
など各種取組を行う。
・ＪＲ只見線については、小学生を対
象に応援ツアーを実施することで只見
線の魅力を伝えるとともに、只見線利
活用推進協議会等への参画を通じて他
自治体と連携しながら只見線の利用促
進に取り組む。

・会津鉄道、野岩鉄道に対して
施設修繕等への支援を行うとと
もに、会津・野岩鉄道利用促進
協議会を通じ利用促進事業に取
り組んだ。
　協議会の会議開催数：総会
（１回・書面開催）、幹事会
（２回）
　主な利用促進事業の内容：会
津の地域住民が利用する場合の
運賃助成、鉄道絵画コンクール
やフォトコンテストの実施
・只見線利活用推進協議会等を
通じた利用促進事業への参画な
ど、ＪＲ只見線の利用促進事業
に取組んだ。

ひとにやさしい歩道整備事
業の実施
〔まちづくり整備課〕

・安心、安全な歩道部の整備を行う。 ・現計画での整備箇所について
は整備が完了し、次期計画策定
中のため令和２年度は実績なし

地域内交通の利用促進
〔北会津支所まちづくり推
進課〕

・北会津地域づくり委員会なかまづく
り部会の開催により、利用状況の把握
や調査、検証を行いながら、利便性の
向上に取り組む。

・北会津公共交通会議を年間５
回開催し、利用者の状況分析や
利用促進策、効率的な運営方法
などの検討を行った。また、新
たに冬期間について通学便を増
便し、更なる利用促進を図っ
た。

地域内交通の利用促進
〔河東支所まちづくり推進
課〕

・地域内交通「みなづる号」につい
て、利用状況の定期的な確認・検証に
より利用者の利便性の向上につながる
取組を、地域住民とともに進める。

・河東地域づくり委員会交通環
境部会を７回開催。河東地域内
交通「みなづる号」の利用状況
を把握・分析し、運行エリア及
び時刻表の見直しを行い、利便
性の向上を図った。

60

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

公共交通空白地域における
デマンド型乗合交通の導入
〔地域づくり課〕

・湊地区において、実証運行を経て構
築した地域住民組織が主体となった地
域内交通の運営・運行への支援を継続
するともに、集落支援員や交通空白地
有償運送制度の活用をはじめとしたよ
り持続可能な制度の活用に向けた取組
と検討を行う。
・北会津地区、河東地区においても、
地域住民組織との連携によるデマンド
型乗合交通の運行継続と利用促進に取
り組む。

・湊地区においては、みんなと
湊まちづくりネットワークの自
主運行として運行が継続される
とともに、集落支援員を配置
し、さらなる運行継続への支援
を行った。
　湊地区利用者数　　1,078人
・北会津地区、河東地区におい
ても、地域住民組織（北会津地
域づくり委員会、河東地域づく
り委員会）と連携し、デマンド
型乗合交通の運行継続と利用促
進に取り組んだ。
　北会津地区利用者数　
　　　　　　　　　　2,049人
　河東地区利用者数　　292人

◇ごみの減量化（３Ｒ）を推進します

実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

庁舎ごみ排出量の計測
〔北会津支所まちづくり推
進課〕

・北会津支所のごみの量を月２回計
測し、環境管理事務局へ報告する。
・また、計測結果を支所職員に周知
することで意識の高揚を図り、ごみ
減量化とリサイクルを推進する。

・北会津支所のごみの量を月２
回計測し、環境管理事務局へ報
告した。
・また、計測を支所職員全員が
行うことで意識の高揚を図り、
ごみ減量化とリサイクルの推進
を図った。

庁舎ごみ排出量の計測
〔河東支所まちづくり推進
課〕

・河東支所のごみの量を月2回計測
し、環境管理事務局へ報告する。
・また、計測結果を支所職員に周知
することで意識の高揚を図り、ごみ
減量化とリサイクルを推進する。

・燃やせるごみの量は、月２回
定期的に計測を行い、四半期ご
とに環境管理事務局へ報告し
た。
・ごみ減量化とリサイクルにつ
いては、計測毎に燃やせるごみ
に資源物が混入していないかを
調査し、正しく分別されている
かを確認した。

庁舎ごみ排出量の計測
〔環境生活課〕

・庁内事務事業における環境負荷の
低減のため、環境マネジメントシス
テム推進事業を実施し、職員の共通
行動の取組の一つである「廃棄物の
減量とリサイクルの推進」について
目標値を設定していることから、各
庁舎から排出される廃棄物の量を定
期的に計測し、進行管理を行う。

・環境管理事務局において、本
庁舎、第一庁舎、第二庁舎のご
みの量を月１回計測した。
・また、ごみの分別ができてい
ない場合は、庁内に周知し、ご
み減量化とリサイクルの推進に
つなげた。
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　個別目標３－４　「もったいない」が息づくまち

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



実施事項〔担当所属〕 事業概要 Ｒ２年度事業実績

一般廃棄物処理基本計画
（ごみ処理基本計画）の推
進
〔廃棄物対策課〕

・計画期間：平成28年度～令和７年
度
・ごみ減量のためには、３Ｒ（リ
デュース(発生抑制)、リユース(再使
用)、リサイクル（再生利用））の取
組が不可欠である。特に、２Ｒ（リ
デュース、リユース）について、市
民・事業者・行政の協働により、一
層の推進を図っていく。

【実績値】
・１人１日あたりごみ排出量　
1,241ｇ　(271g未達成)
・総リサイクル量　　11,726ｔ
(1,274ｔ未達成)

家庭ごみの分別排出の徹底
と意識啓発
〔廃棄物対策課〕

・「家庭ごみの正しい分け方・出し
方（カレンダーに付属）」の全戸配
付、市ホームページへの掲載。清掃
指導員による家庭ごみの分別排出の
徹底と意識啓発を図る。

・「家庭ごみの正しい分け方・
出し方（カレンダーに付属）」
を全戸配付し、市ホームページ
へ掲載した。

給食施設生ごみリサイクル
事業
〔廃棄物対策課〕

・平成23年度から、各学校給食施設
等より排出された調理くずや残飯等
の「生ごみ」を収集し、民間の処理
施設で堆肥化（リサイクル）を実施
している。

【実績値】
・給食施設生ごみ収集運搬業務
委託　　6,232千円
・給食施設生ごみ中間処理業務
委託　　1,113千円
（リサイクル率100％）

ごみ減量化事業補助金
（生ごみ処理機等設置補
助）
〔廃棄物対策課〕

・生ごみの減量・堆肥化を図るた
め、生ごみ処理機等の設置補助事業
を実施する。

【実績】
・生ごみ処理機　10件

　159,000円
・生ごみ処理容器　8件

　19,300円

レジ袋削減運動の推進
〔廃棄物対策課〕

・会津若松市の市民団体、事業者、
市役所により構成された「３Ｒ（ス
リーアール）」の取組を推進する会
議。
・３Ｒ（リデュース(ごみの発生抑
制)、リユース(再使用)、リサイクル
(再生利用)）の推進により、ごみを
減らし、環境を大切にしたまちと暮
らしの実現（ごみを出さないライフ
スタイル）を目指す。

・毎月８日、９日のマイバック
推進デーを中心に、消費者団
体、市内スーパー、市の３者が
各々ＰＲを実施した。
・７事業者にレジ袋辞退率の調
査を実施。調査結果を集約し、
市ホームページに公表した。

下水汚泥の有効利用
〔下水道施設課〕

・下水汚泥の放射能濃度を確認しな
がら、コンポスト（汚泥の肥料化）
等の有効利用を促進する。

・下水汚泥の放射能濃度を確認
しながら、コンポスト（汚泥の
肥料化）等の有効利用を促進し
た。
・放射能の基準超過はなかっ
た。

浄水汚泥ケーキの減量及び
有効活用
〔上水道施設課〕

・浄水で発生した汚泥ケーキの減量
や有効活用に取り組む。

・浄水で発生した汚泥の一部
を、グラウンドの土にリサイク
ルしている業者に有価で売却し
た（全発生土 351.22t中
234.56t）。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

マイバッグを
持って買い物へ



　特集　市域における温室効果ガス排出量等の現状
　　　　～「会津若松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当課：環境生活課）　
　
　市では、市域における温室効果ガス排出量削減に向け、地球温暖化対策の推進に関する法律

（温対法）に基づき、「会津若松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を策定し、「会津

若松市第２期環境基本計画（改訂版）」と統合して取組を進めています。

　この中で、再生可能エネルギーや電気自動車の普及促進、省エネやごみの減量を進めることに

より、市域における温室効果ガス排出量を基準年度（平成 22 年度（2010 年度））と比較して、

1,018.6千トンCO2から883.6千トンCO2まで減少させ、令和５年度（2023年度）までに13.2％削

減することを目指しています。

　なお、以下では、温室効果ガス排出量等の推計に使用する各種統計の都合上、平成 29 年度

（2017年度）の実績値を最新データとして掲載しています。

　■ 参  考 ■　地球温暖化対策をめぐる動向

　地球温暖化は、人類の社会・経済・生活環境に影響を与えるのみならず、地球上のあらゆる動

植物に大きな被害を及ぼすことが懸念され、問題となっています。。現在、地球温暖化の主な要

因とされる温室効果ガスの排出量削減に向け、世界各国で対策が進められています。

　なかでも、2015年に開催された気候変動枠組条約第 21回締約国会議（COP21）において、2020

年以降の温室効果ガス排出量削減等に関する国際的な枠組みである「パリ協定」が合意され、翌

2016年 11月に発効しました。

　「パリ協定」では、世界全体の平均気温の上昇を２℃より下方に抑えることなどが目標として

掲げられ、締約国に温室効果ガス排出量削減や気候変動による悪影響への対処などの取組が義務

づけられています。

　こうした中、国では、平成 28年５月に閣議決定した「地球温暖化対策計画」において、温室効

果ガス排出量を平成 25年度（2013年度）比で、令和 10年度（2030年度）に 26％、令和 30年度

（2050年度）には80％削減するという目標を掲げて取組を強化しており、地方公共団体において

も積極的な地球温暖化対策が求められています。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）
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１　市域における温室効果ガス排出量の現状等

⑴　温室効果ガス排出量の現状と削減目標

　　　平成29年度（2017年度）の温室効果ガス排出量は、919.8千トンCO2となり、基準年度

　（平成22年度（2010年度））と比較して9.7％減少し、前年度比では10.9％減少しました。　

　　◆市域における温室効果ガス排出量（推計値）の現状と削減目標（単位：千トンCO2）

年度

【基準年度】

H22(2010)年度

（基準値）

H28(2016)年度 H29(2017)年度

【目標年度】

R5(2023)年度

（目標値）

排出量 1,018.6 1,032.2 919.8 883.6

※温室効果ガス排出量は、森林等によるCO2吸収量を差し引いています

　　◆市域における温室効果ガス排出量（推計値）の推移（単位：千トンCO2）

　市域における温室効果ガス排出量は、近年減少傾向にありますが、電気の排出係数

（※）が減少傾向にあることや、省エネの進展、自動車の燃費の向上等が要因として

考えられます。

　　　　※排出係数：エネルギー量（電気、ガス、石油など）あたりの二酸化炭素排出量を表した数値。

　　　　　 　　　　　例えば、ガソリン１リットルあたりの排出係数は、2.32kgCO2となります。電力の

　　　　　　　　　　 排出係数は、１kWhの発電に伴い発生する二酸化炭素の量を表しており、各電力会

　　　　　　　　　　 社（小売電気事業者）により異なるほか、毎年電源構成が変動するため、これに伴

                     い排出係数も毎年変動します。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



　　◆部門ごとの温室効果ガス排出量（推計値）の現状と削減目標（単位：千トンCO2）

年度／部門※

【基準年度】

H22(2010)年度

（基準値）

H28(2016)年度 H29(2017)年度

【目標年度】

R5(2023)年度

（目標値）

産業部門 233.2 236.2 207.3 298.4

民生家庭部門 219.2 225.3 222.9 233.3

民生業務部門 297.3 282.0 215.6 264.2

運輸部門 176.1 179.5 164.3 166.3

その他 92.8 156.1 156.8 40.0
　　　　

　　　　※部門の内訳

　　　　　　産業部門：製造業・建設業など、民生家庭部門：家庭でのエネルギー消費など、民生業務部

　　　　　　門：オフィス・ホテル・病院など、運輸部門：自家用車・貨物車・バスなど、その他：二酸化

　　　　　　炭素以外の温室効果ガスなど

　　　　 ※上記の表には再生可能エネルギーによる温室効果ガス排出量の削減効果は含まれていません。

　　◆部門ごとの温室効果ガス排出量（推計値）の推移（単位：千トンCO2）

　産業部門、民生家庭部門、民生業務部門、運輸部門については、前年度比で減少して

おり、省エネ化の進展が主な要因と考えられます。

　他方、その他部門は、主に二酸化炭素以外の温室効果ガスであり、製造業で使用され

るパーフルオロカーボンなどが対象ですが、平成 26年度（2014年度）から平成 27年度

（2015年度）の間において、統計の対象に追加があったため増加しています。
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⑵　市域におけるエネルギー消費量の現状

　　平成29年度（2017年度）のエネルギー消費量は、熱量換算で12,770.8TJ（テラジュール）と

　なり、基準年度（平成22年度（2010年度））と比較して20.1％減少しました。

　　◆市域におけるエネルギー消費量（推計値）の現状と削減目標（単位：TJ）

年度

【基準年度】

H22年度

（基準値）

H28年度 H29年度

【目標年度】

R5年度

（目標値）

エネルギー

消費量
15,976.5 13,955.7 12,770.8 14,245.8

　　◆部門ごとのエネルギー消費量（推計値）の現状と削減目標（単位：TJ）

年度／部門

【基準年度】

H22年度

（基準値）

H28年度 H29年度

【目標年度】

R5年度

（目標値）

エネルギー転換

部門
9.2 9.4 10.1 9.7

産業部門 4,184.4 3,682.1 3,318.3 4,558.7

民生家庭部門 4,015.6 3,449.3 3,529.6 3,451.5

民生業務部門 5,121.0 4,216.7 3,492.5 3,769.2

運輸部門 2,646.3 2,638.2 2,420.3 2,456.7

　平成 29年度（2017年度）のエネルギー消費量を部門ごとに見た場合、基準年度（平

成 22年度（2010年度））と比較して、産業部門、民生家庭部門、民生業務部門、運輸

部門で8～31％の削減と、順調に推移しています。

　　◆１世帯あたりのエネルギー消費量（推計値）の現状と削減目標（単位：GJ）

年度

【基準年度】

H22年度

（基準値）

H28年度 H29年度

【目標年度】

R5年度

（目標値）

エネルギー

消費量
83.8 69.6 71.0 75.2

　　　　平成29年度（2017年度）の１世帯あたりのエネルギー消費量は、71.0GJ（ギガジュー

　　　ル）で、基準年度（平成22年度（2010年度））と比較して15.3％減少しており、家庭内に

　　　おける省エネルギーが一定程度定着しているものと考えられます。
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　　◆市域におけるエネルギー消費量（推計値）の推移（単位：左軸TJ、右軸GJ）

２　温室効果ガス排出量削減等に向けた取組

　主な取組実績（令和２年度）は次のとおりです。

⑴　再生可能エネルギーの普及拡大

　　　特集「再生可能エネルギー推進事業」（68～73ページ）を御覧ください。

⑵　地域版環境マネジメントシステムの推進

　　　特集「地域版環境マネジメントシステム」（76～77ページ）を御覧ください。

⑶　電気自動車・プラグインハイブリッド車の普及促進

　　　特集「電気自動車推進事業」（78～79ページ）を御覧ください。

⑷　「会津若松エコドライブ宣言」の推進

　　　消費燃料量や温室効果ガス排出量の削減につながるエコドライブの方法を示した「エコド

　　ライブ 10のすすめ」のうち、３つ以上の取組を実践し、自主的にエコドライブに取り組むこ

　　とを宣言する市民や事業所等を広く募集し、エコドライブの推進を図っています。

　　　　【会津若松エコドライブ宣言者数

　　　　　　　　　　　　　（令和２年度末現在）】　　　　　　

　　　　　■個　　人　 　　　　 243名

　　　　　■事業所等　 11事業所 171名

　　　　　　　　　　　　 （合計 414名）
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　宣言者にはエコドライブステッカーを
　贈呈しています

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



　特集　「再生可能エネルギー推進事業」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当課：環境生活課）

　本市では、古くから猪苗代湖や阿賀野川水系を利用した水力発電が行われており、平成 24年度

（2013年度）には、山林の未利用材を利用したバイオマス発電所が発電を開始したほか、豊かな

自然を活かした太陽光発電所や風力発電所も稼働しており、再生可能エネルギーの普及が進んで

います。

　市では、自然環境の保全と事業活動の調和を図りながら、再生可能エネルギーの普及拡大を進

めることで、温室効果ガス排出量の削減を通じ、持続的発展が可能なまちづくりを推進していま

す。

　令和２年度末現在、市内の再生可能エネルギー発電施設（太陽光発電、風力発電、水力発電、

バイオマス発電）の設備容量の合計は 227,783kW、年間発電量の合計は 759,286,004kWhになると

推計され、これは一般家庭189,821世帯分の年間電力使用量をまかなえる量に相当します。

　　※１世帯当たりの年間の電力使用量を 4,000kWhで試算しています。

　　※市内の再生可能エネルギー発電施設については、参考資料113～114ページを御覧ください。

　　 ◆市内の再生可能エネルギー施設の発電状況

　　　　　※発電量は年間予測発電量等に基づく推計値です。　

　

■ 参  考 ■　再生可能エネルギーの種類

　再生可能エネルギーは、エネルギー源等に応じて、

次のように分類されています。

　＜発電分野＞

　　・太陽光発電

　　・風力発電

　　・水力発電

　　・地熱発電（バイナリー発電を含む）

　　・バイオマス発電（木質、食品残渣、ガスなど）

　＜熱利用分野＞

　　・太陽熱利用

　　・温度差熱利用（地中熱、雪氷熱など）

　　・バイオマス熱利用
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令和２年度

太陽光発電（事業用） 375 331,511 31,667 28,343,798

太陽光発電（住宅用） 2,007 1,775,157 9,834 8,691,400

風力発電 3 0 16,006 41,000,000

水力発電 163,350 639,762,140 164,501 640,659,506

バイオマス発電 0 0 5,775 40,591,300

計 165,735 641,868,808 227,783 759,286,004

平成22年度

設備容量
（kＷ）

発電量
（kＷh）

設備容量
（kＷ）

発電量
（kＷh）

再生可能エネルギーにも
いろいろな種類があるん
だね！



　　◆市内の主な再生可能エネルギー発電施設
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太陽光発電

風力発電 小水力発電

木質バイオマス発電

名　称　　ナリ会津太陽光発電所　
所在地　　河東町八田
事業者　　会津ソーラーエネルギー合同会社
設備容量　20,400kW

名　称　　大戸町第１・第２発電所　
所在地　　大戸町舟子
事業者　　ＳＥエナジー株式会社
設備容量　約2,400kW（約1,200kW×2箇所）

名　称　　会津若松ウィンドファーム　
所在地　　東山町（背あぶり山）
事業者　　コスモエコパワー株式会社
設備容量　16,000kW（ 2,000kW×8基）

名　称　　会津電力戸ノ口堰小水力発電所　
所在地　　一箕町八幡
事業者　　会津電力株式会社
設備容量　31.4kW

名　称　　グリーン発電会津　会津河東発電所　
所在地　　河東町工業団地
事業者　　株式会社グリーン発電会津
設備容量　約5,700kW

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



１　再生可能エネルギーの普及拡大に向けた取組

　主な取組実績（令和２年度）は次のとおりです。

⑴　住宅用太陽光発電システム等設置補助金

　　　市では、地球温暖化の原因となる温室効果ガス排出量の削減とともに、環境保全について

　　の意識啓発を図ることを目的に、住宅等に太陽光発電システム（10kW未満）を設置した市民

　　を対象に、平成22年度より補助金を交付しています。

　　　令和２年度は、補助要件を変更し、住宅用蓄電池またはＶ２Ｈ（電気自動車用充給電設

　　備）を太陽光発電システムと同時に設置することを条件に、補助額を１kWあたり２万円とし

　　ました。令和２年度は計10件の住宅等に補助金を交付しました。

　　　【令和２年度補助実績】　　　　　　

　　　　　■補助単価　　１kWあたり２万円（上限４ kW分）

　　　　　■交付件数　　10件

　　　　　■補助総額　　800千円

　　 ◆市内の住宅用太陽光発電システム設置件数および補助金交付件数の推移

■ 参  考 ■　再生可能エネルギーの固定価格買取制度

　平成21年（2009年）に開始された太陽光発電による電力の固定価格買取制度（※）のうち、住

宅用の太陽光発電（10kW未満）は買取期間が10年間とされており、令和元年（2019年）以降、順

次買取期間が満了を迎えています。

　買取期間の満了を迎えた住宅用太陽光発電システムを設置している方は、法律に基づく固定価

格買取制度の対象とはならないため、改めて電力の買取契約を締結するか、蓄電池や電気自動車

等との組み合わせにより、電力を自家消費するか選択する必要があります。

　なお、市では、こうした状況を踏まえ、住宅用太陽光発電システム設置補助金の見直しを行い、

令和２年度より補助要件等を一部変更しました。

　　※平成21年（2009年）から開始された余剰電力買取制度は、平成24年（2012年）に固定価格買取制

　　　度（FIT制度）に統合されました。
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⑵　普及啓発活動　

　　　市では、背あぶり山レストハウス内に、風力発電をはじめとする再生可能エネルギー等に

　　関する情報をまとめたパネルを展示するなど再生可能エネルギーへの理解促進や意識高揚に

　　向けた普及啓発活動を行っています。

　　※冬期間（11月～４月ごろ）は背あぶり山レストハウスの閉鎖により、パネル展示は休止しています。

　⑶　「会津若松市農山漁村再生可能エネルギー導入促進基本計画」の策定

　　　　市では、木質バイオマス発電所による再生可能エネルギーの普及拡大と林業振興のさら

　　　なる推進を図るため、農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発

　　　電の促進に関する法律（農山漁村再生可能エネルギー法）に基づき、令和２年１月、「会

　　　津若松市農山漁村再生可能エネルギー導入促進基本計画」を策定しました。

　　　　なお、本基本計画の策定にあたっては、農山漁村再生可能エネルギー法に基づき、発電

　　　事業を行う事業者や関係農林漁業者、地域住民、学識経験者等を構成員として設立された

　　　会津若松市農山漁村再生可能エネルギー法協議会において、基本計画の内容などについて

　　　協議を行いました。

　　　【「会津若松市農山漁村再生可能エネルギー導入促進基本計画」の概要】　　　　　　

　　　　　■対象区域　　　　　　　　　　　　河東町工業団地　ほか

　　　　　■対象とする再生可能エネルギー　　木質バイオマス発電（5,700kW）

　　　　　■農林漁業の発展に資する取組　　　地域の山林未利用材等を林業従事者から安定的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かつ長期的に買い取る取組　　　
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

背あぶり山レストハウス　パネル展示 環境教室

会津若松市農山漁村再生可能エネルギー法協議会での協議



　⑷　横浜市との「再生可能エネルギーの活用を通じた連携協定」

　　　　市では、平成31年２月、地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の理念に基

　　　づき、相互の連携を強化しながら、脱炭素化の実現に向け、再生可能エネルギーの活用を

　　　通じた取組を推進するため、横浜市と「再生可能エネルギーの活用を通じた連携協定」を

　　　締結しました。

　　　　なお、本市を含む東北地方の13自治体（青森県横浜町、岩手県久慈市、岩手県二戸市、

　　　岩手県葛巻町、岩手県普代村、岩手県軽米町、岩手県野田村、岩手県九戸村、岩手県洋野

　　　町、岩手県一戸町、秋田県八峰町、郡山市、会津若松市）がそれぞれ横浜市と連携協定を

　　　締結しています。

　　　【連携協定の内容】　　　　　　

　　　　■再生可能エネルギーの創出・導入・利用拡大に関すること

　　　　　市内で発電された再生可能エネルギー電気を、横浜市内の市民、事業者、公共施設等

　　　　へ供給するスキームの検討を連携して行う。

　　　　■脱炭素化の推進を通じた住民・地域企業主体の相互の地域活力の創出に関すること

　　　　　市内の住民や企業と横浜市が再生可能エネルギーの供給等を通じて交流を深め、地域

　　　　活力につながる取組を検討する。

　　　　■再生可能エネルギー及び地域循環共生圏の構築に係る国等への政策提言に関すること

　　　　　再生可能エネルギーの連携や温暖化対策を通じた地域循環共生圏の創造を進めるにあ

　　　　たり、得られた課題等について必要に応じて、横浜市とともに政策提言を行う。

■ 参  考 ■　再生可能エネルギーの普及拡大に向けた国県の動向

　国では、平成30年（2018年）７月に策定した「第５次エネルギー基本計画」の中で、温室効果ガス排出

量削減に向けた方策として、再生可能エネルギーの普及拡大について、「経済的に自立し脱炭素化した主

力電源化を目指す」とし、最大限の導入を掲げています。

　県では、平成31年（2019年）３月に策定した「再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラン（第３

期）」において、2040年ごろを目途に県内のエネルギー需要量の 100％以上に相当するエネルギーを

再生可能エネルギーとするという数値目標を掲げています。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

連携協定締結 横浜市・協定締結自治体との情報交換



■ 参  考 ■　「会津若松市第２期環境基本計画（改訂版）」における再生可能エネルギーの普

　　　　　　　及拡大に向けた数値目標と実績

　市では、「会津若松市第２期環境基本計画（改訂版）」において、再生可能エネルギーの普及拡大に向け

市域の一次エネルギー需要（市内におけるエネルギー消費量）に占める再生可能エネルギーの供給量の

割合や再生可能エネルギー発電施設の設備容量について、平成 22年度（2010年度）を基準年度とし

た令和５年度（2023年度）の数値目標を定めています。

　なお、以下では、推計に使用する各種統計の都合上、平成 29年度（2017年度）の実績値を最新デー

タとして掲載しています。

　　◆市域における一次エネルギー需要に占める再生可能エネルギーの供給量の割合・再生可能

　　　エネルギー発電施設の設備容量の目標と実績（推計値）

年度

【基準年度】

H22(2010)年度

（基準値）

H28(2016)

年度

H29(2017)

年度

【中間年度】

H30(2018)年度

（中間目標）

【目標年度】

R5(2023)年度

（目標値）

供給量の

割合
39％ 50.6％ 55.8％ 51％ 57％

設備容量 165,709kW 202,029kW 202,628kW 206,321kW 236,205kW

　　◆市域における一次エネルギー需要に占める再生可能エネルギーの供給量の割合・再生可能

　　　エネルギー発電施設の設備容量の推移（推計値）
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

kW ％



　特集　「地球温暖化対策推進実行計画（事務事業編）の推進」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当課：環境生活課）

　市の管理する施設や事務事業から排出される温室効果ガス削減のため、平成 18年度に「地球

温暖化対策推進実行計画（事務事業編）」を策定しました。

　平成23年度に第２期計画、平成 28年度に第３期計画を策定し、令和２年度は、第３期計画に

基づき、省エネ対策を推進しています。

■　一般財団法人省エネルギーセンターの無料省エネ診断等の活用

　　令和２年度は、会津風雅堂、広田保育所及び下水浄化工場で無料省エネ診断を実施し、エ

　ネルギー専門員から設備の運用改善等のアドバイスを受け、省エネ対策について検討した。

■　設備更新・改修の取組

　　　省エネ法の「中長期計画書」に基づき、各施設の省エネに向けた設備改修を行った。

■　公用車の取組

　　　新採用職員等に対し、エコドライブについての研修を実施した。　

　令和２年度の市の施設や事務事業から排出された温室効果ガス排出量は、基準年度比で 15.9％

の減となり、目標を達成することができました。

　エネルギーの使用量を見ると、事務部門において使用量が大きく削減され、これまでに実施し

た冷暖房機器の更新や電気自動車等の導入により省エネ効果が表れているものと考えられます。

また、市民利用部門では、一部の小中学校において、冷暖房機器を更新したことにより、灯油等

の燃料が大きく削減されました。

　なお、温室効果ガス排出量やエネルギー使用量は、排出量を算出する際の電気使用にかかる排

出係数（※）や外気温の影響、事務・事業量の増加等により大きく影響されるため、今後も引き

続き、省エネ・省資源の取組を継続しながら、温室効果ガス排出量削減に努めます。

　◆温室効果ガス排出量の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎏－CO ２）

事務部門 事業部門 市民利用部門 合　計

最終目標 17.9％減 4.5％増 10.1％減 5.0％減

平成26年度 1,387,007 6,545,023 8,678,148 16,610,178

令和２年度 1,282,626 5,882,773 6,809,881 13,975,280

基準年度比 7.5％減 10.1％減 21.5％減 15.9％減
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【令和２年度の主な取組】

　【第３期会津若松市地球温暖化対策推進実行計画の概要】
　■計画期間…　平成 28 年度～令和２年度
　■削減目標…　平成 26 年度を基準とし年平均１％ずつ削減し、令和２年度までに５％削減する

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

【令和２年度の温室効果ガス排出量の実績】



　◆エネルギー使用量の状況

電気使用量（kWh） 冷暖房用燃料（ℓ・㎥）
公用車燃料（ℓ）
※ガソリン・軽油のみ

平成26年度 19,180,875 1,752,383 141,455

令和２年度 19,014,328 1,189,161 101,823

基準年度比 0.9％減 32.1％減 28.0％減

※　電気使用にかかる排出係数

　　　電気使用量から温室効果ガス排出量を算出する際に用いられ、火力発電所の稼働率により毎年

　　数値が決まります。

　　　東北電力の排出係数…平成26年度：0.571㎏－CO ２/kWh、

　　　　　　　　　　　　　令和元年度：0.519㎏－CO ２/kWh

　　　令和２年度の係数はまだ公表されていないため、令和元年度の排出係数で算出しています。

　　　（端数処理の関係で、合計が合わない場合があります。）
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これ以上、地
球が暑くなっ
たら困るモリ
ン。 いいもりん

（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）



　特集　「地域版環境マネジメントシステム」　
（担当課：環境生活課）

　　地球温暖化の防止や資源の有効利用、環境負荷の低減、環境保全など、環境にやさしい学校

づくりやライフスタイルづくりの取組を環境マネジメントシステムの手法を用い実践すること

で、次代を担う子供たちや市民、事業者の環境保全意識の向上を図っています。

１　「学校版環境マネジメントシステム」の取組

　　市内の小・中学校では、児童・生徒および教職員がそれぞれに目標を定めて、節電や節水、

リサイクル、緑化や清掃など様々な環境にやさしい取組を行っています。

　　平成 22年度末には、市内全部の小中学校（小学校 20校、中学校13校）が市より学校版環境

マネジメントシステム取得の認定を受けました。認定を取得すると、３年に１度の更新が必要

となり、令和２年度は５校が更新審査を受け、全て更新認定されました。更新校認定登録証授

与式では、各校の代表の児童・生徒が自分の学校の取組を発表しました。

　　また、更新校認定登録証授与式の他、生涯学習総合センターの市民ギャラリーにおいて、認

定校同士の情報交換や、活動の普及拡大を目的に、各学校が作成した環境にやさしい取組状況

についての壁新聞を掲示しました。

　そのほか、「緑のカーテン」の取組を呼びかけ、希望があった学校には朝顔、ゴーヤ等、つる

性植物の種の配付及び、地球温暖化や緑のカーテンの仕組み、省エネ対策等についての環境教室

を実施しました。昨年度は11校で取り組みました。

２　「家庭版環境マネジメントシステム～あいづわかまつエコクラブ～」の取組

　　各家庭で、省エネ活動やリサイクル活動を継続的に行い、地球温暖化の防止や資源の有効活

用などの取組を行うことを宣言していただき、環境活動に協力いただくものです。

　　平成 13年度に創設され、平成 26年度に、現在の名称「あいづわかまつエコクラブ」に変更

しました。令和２年度末現在、166世帯が「あいづわかまつエコクラブ」の会員となり、環境

にやさしい取組を進めています。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

　 更新校認定登録証授与式において
　取組の内容が発表される

　　　　更新校認定登録証授与式
     （環境大賞表彰式と合同開催）
　■開催日：令和２年 11月 10日（火）
　■場　所：生涯学習総合センター
　■参加校：小学校４校、中学校１校



【家庭向けエコセミナー】　

　　令和２年度の家庭向けエコセミナーは新型コロナウイルス感染症の影響により中止となりま

した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３　「あいづわかまつエコ事業所」の取組

　　市内事業者の環境に対する意識の高揚及び取組の推進を図ることを目的に平成 18年度に創設

されました。

　　「あいづわかまつエコクラブ」と同様に、平成 26年度に「あいづわかまつエコ事業所」と名

称を変更しました。環境にやさしい取組を推進している事業所に対し認定証を交付し、市の

ホームページ等で紹介しています。令和２年度末現在、13事業所があいづわかまつエコ事業所

の認定を受けています。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

学校では・・・・
「学校版環境マネジメントシステム」

事業所では・・・・
「あいづわかまつエコ事業所」

家庭では・・・・
「あいづわかまつエコクラブ」



　特集　「電気自動車推進事業」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当課：環境生活課）

　二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの削減と「スマートシティ会津若松」の実現に向けた

取組の一環として、環境にやさしい移動手段である電気自動車の普及促進を図っています。

　これまで、電気自動車７台を公用車として導入し、日々の業務や災害時における非常用電源等

として役立てるとともに、市役所本庁舎と北会津支所にそれぞれ急速充電器を設置して、市民や

観光客の皆さんの利便性の向上に努め、電気自動車が普及しやすい環境づくりを進めています。

　【会津若松市における電気自動車等の普及状況（令和２年度）】

　　■電気自動車台数　　　　　　　　  167台

　　■プラグインハイブリッド車台数　  209台

　　■充電器設置数（一般家庭除く）　   33基

１　公用車への電気自動車の導入

　　普段は、走行時に二酸化炭素を排出しない環境にやさしい公用車として電気自動車を使用し

ています。

　　また、燃料や電気が不足する災害時には、ガソリンに頼らない移動手段となるほか、庁舎の

非常用電源としても使用することもできます。

　【電気自動車の導入による効果（令和２年度）】

　　　市が導入している電気自動車７台（走行距離の合計24,069km）による二酸化炭素排出量等

  　の削減効果は下記のとおりです。

　　　■燃料代（電気代）　　約141,339円の削減（削減率64.1％）

　　　■二酸化炭素排出量　　約1,123㎏-CO2の削減（削減率30.2％）　

　　　　※二酸化炭素排出量は、二酸化炭素排出係数：0.519㎏-CO2/kWh、電気代は、夏季：

　　　　　16.51円/kWh、その他季：15.34円/kWhで計算しています。

　　　　※比較対象は、燃費：15km/ℓのガソリン車とし、ガソリン代：137.4円/ℓ、排出係数：

　　　　　2.322㎏-CO2/ℓで計算しています。
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

環境にやさしい電気自動車



２　庁舎への急速充電器の設置

　　　環境にやさしい電気自動車の普及とその充電インフラの整備拡大に向けて、本庁舎と北会

　　津支所に各１基急速充電器を設置しています。この急速充電器は、どなたでもご利用いただ

　　くことができます（充電１回あたり、500円の協力金をお願いしています）。　　

　

　　

３　Vehicle to Home（Ｖ２Ｈ）の設置

　　　Ⅴ２Ｈ は、電気自動車への充電だけでなく、電気自

    動車から建物側へも電力を供給することができる機器

　　です。

　　　この機器を本庁舎、上下水道局庁舎、北会津支所、河

　　東支所に設置し、災害時（停電時）に、電気自動車から

　　各施設に電力を供給できる仕組みを構築しています。　
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（基本目標３　地球温暖化を防ぐため、環境と事業活動が調和したまちをつくる）

急速充電器（本庁舎）

電気自動車から建物に給電もできるＶ２Ｈ

急速充電器（北会津支所）


